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［Abstract］  
IT departments are expected to play a role in intervening between the field and management, introducing 

business IT systems, and realizing effects, but they are not  fully functional due to changes in the 

environment surrounding IT departments and disconnections between organizations. It was a situation 

where he could not play his role. However, due to forced changes in the external environment such as 

the spread of coronavirus infections, virtual work has permeated companies as a "real experience", 

and it is becoming common to use IT systems at work. In addition, the support system of the IT 

department has been strengthened, the utilization of business IT systems has been activated, and 

changes are accelerating. In the future, it is expected that the transition to virtual organizations 

will progress further, IT departments and IT human resources will become hubs, and the effectiveness 

of utilizing business IT systems will increase. 
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１． はじめに 

 

１－１． 研究背景 

2019 年度末からの新型コロナウイルス感染症流行の影響による、急速なテレワーク環境の普及といった労働

環境の変化は、業務ITシステムを活用せざる得ない社会環境を作りだしつつある。これまで、日本企業において

は、労働環境や業務プロセス改善するために、BPR（Business Process Re-engineering）を行い、業務ITシス

テムを導入し、効率化を図っているが、効果が上がっているとは言いにくい。業務プロセスの多さや複雑さ、組

織構造、人材不足などの問題から、業務を導入しても解決されない問題をそのままに、業務ITシステムを導入し

ても効果が上がらず、新業務ITシステム導入自体を失敗と捉えてしまうこともしばしばである。その結果、生産

性に寄与しない等、業務ITシステム導入が経営課題に応えられないという問題がしばしば起こっている。 

原因として、終身雇用（就社）、年功序列といった日本的経営及び、製造業における、現場主義（属人化、業務

フローの複雑化）といった特徴と、業務ITシステムの関係性を明らかにしてきた。特に、製造業においては、製

造現場で多能工化、属人化が推進され、伝統的に受け継がれた複雑なプロセスを形成している。加えて、IT教育

や管理系の専門的教育などは行われておらず、その結果、業務ITシステムが不活用な状況であった[1]。 

しかし、新型コロナウイルス感染症流行に伴い、製造現場であっても、これまでのように多くの担当者が現場

へ出向く、という事が制限されたことで、言語外での共有情報を基盤とする複雑な業務プロセスの維持は、困難

になってきていると考えられる。加えて、一部の現地で作業をする現場担当者と、それ以外の担当者やマネジメ

ント層においては、バーチャルとリアルな組織形態を取る必然性を持つに至り、その結果、業務ＩＴシステムの

利活用が進むと推察される[2]。 

 

１－２． 研究目的 

 製造現場や経営層における連携に関する問題を捉えてきたが、多くの組織においては、業務ＩＴシステムを担

当する「IT 組織（部門、担当者）」が存在しており、そういった担当部門が中心となって、製造現場とマネジメ

ント層の間を取り持つ形を取る事が多い。本稿では、2019年度末からの新型コロナウイルス感染症流行の影響に

よる、急速なテレワーク環境の普及といった労働環境の変化の影響を捉えつつ、「IT組織（部門、担当者）」に関
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する調査分析、考察を行い、業務ITシステムを活用するための仮説を描くことを目的とする。 
 

２．仮説とリサーチクエッション 

 

２－１． 仮説 

IT組織は、現場と経営層の間を取り持ち、業務ITシステムを導入し、効果をあげる役割を期待されているが、

IT組織を取り巻く環境変化や組織間の断絶により、十分に機能せず、役割を果たし切れていない。しかしながら、

新型コロナウイルス感染症流行における環境変化おける影響を受け、バーチャル型の組織への移行が進み、IT組

織、IT人材の変革とともに、企業構造変革実効性は高まっていくのではないか。 

 

２－２． リサーチクエッション 

企業におけるIT組織の役割及び、新型コロナウイルス感染症流行における環境変化による、IT組織への影響及

び期待される役割、業務ITシステムの利活用に与える影響及を明らかにする。 

 

３．日本企業におけるIT組織の役割 

 

３－１．調査手法 

公開されている情報及び、論文、書籍、インターネットサイト上で公開されている資料を中心とし、調査を行

った。また、３-３おいては、2017年～2021年にかけて、９社へのヒアリング調査を実施し、IT組織における課

題をまとめた内容を元にしている。 

 

３－２．IT組織の成り立ち、期待される役割 

日本企業においては1940年代のパンチカードシステムに始まり、さまざまなIT技術の発展と変遷により各種

の業務ITシステムの導入を60年余の間継続的に行ってきている。1960年代頃には、経営革新の重要な意義を持

つ人材として、先端的な知識を持つ技術者の雇用が始まり、システム部門を構成するようになった。 

しかし、1970年代以降、多くの企業において業務ITシステムの導入が行われるに従い、先端的な意義は薄れ、

システムの安定的と、コスト削減への動きがとられるようになった。安定的な運用のために、自社で多くの技術

者を雇用する事に加え、効率的な組織運営や、外部委託などの動きがとられるようになった。1990年代になると、

IT組織の子会社化や、ダウンサイジングを迫る動きも多くみられるようになった。 

2000年代なると、インターネットの急速に普及や、技術革新が重なることで、システム部門の対応する業務範

囲は、自社システム運用・保守だけではなく、外部との接続やセキュリティ担保に拡大した。加えて、システム

を使うユーザーの爆発的な増加に伴い、サポートする範囲も広がる事となった[3]。 

 

現在及び今後のIT 組織における期待に関する調査結果は以下のようになっている。 



情報社会学会誌 Vol.16 No.1 研究ノート 

 

 
 

53 

 
図1：（IT組織の）ミッション重要度 [4]P187より引用 

 

「事業創造やビジネス面の変革」15.1％、「業務やサービスの改善」34.5％、「システムの安定稼働」50.5％と

なり、比率は「事業創造やビジネス面の変革」：「業務やサービスの改善」：「システムの安定稼働」は 15：35：

50 となる。システム部門の雇用が増加してきた1970年代より掲げられていた、「システムの安定稼働」の割合

は半分程度に減り、改善や変革が求められている事がわかる。 

これは、業務ITシステムで解決したい経営課題とも一致している[1] [4]。 

 

３－３．IT組織の問題意識 

実際の企業における状況を確認し、より具体的な問題点を明らかにするために、複数企業において、IT組織の

課題をインタビューし、インタビュー内容から推察される業務に関して、A～Dで評価を行った。評価結果のうち、

問題のあった評価のみ（C以下）をまとめたものが、以下である。 



情報社会学会誌 Vol.16 No.1 研究ノート 

 

 
 

54 

 

図2：IT組織課題 評価結果（過去の研究成果より著者作成） 

 

（1）業務とITシステムの整合性、（3）データ活用、（5）情報システム部門の役割については、どの会社につい

てもＣ以下の評価が多くなっており、調査結果との整合性も取れている。 

 

インタビュー内具体的な発言として、（5）に関して、経営層側からは、「情報システム部門として、業務要件を

整理し、ＩＴを導入する能力を保有していない。あるべき姿をＩＴ戦略に落とし込むことができない。」現場から

は、「システム部門はいつも忙しそうで、仕事を頼みづらい。」「システム担当者に依頼しても、ツールをなかなか

作ってもらえない。」などの発言が見られた。 

逆に、IT組織側からの発言を見ると、「（自分たちは）何でも屋さんになっている。どこまで何をすべきなのか

わからない。」「情報システムの有効活用や社内教育の時間が取れない」「情報システムの管理の為のドキュメント

類が無い為、メンテナンスは属人的になり効率も上がらない」などといった発言が見られ、利用部門との認識齟

齬が感じられる内容となった。 

また、（1）に関して、現場からは、「ITを活用していない、活用しなくても困っていない。」「情報システムは、

業務プロセスとの乖離が大きく、基本的には手作業での運用により業務を廻している状態」といった発言が見ら

れた。また、経営層側からは、「経営指標や市場のトレンドなどの分析資料をタイムリーに作成できるシステムに

なっていない。（手間がかかる）」といった発言が見られた。 

 

３－４．IT組織における課題 

調査結果や、インタビュー内容をまとめると以下のようであると推察される。経営層からは、市場トレンドに

準じたデータの分析や、先端的な事業内容といった実現を期待されている。現場部門からは、運用に関する改善

や対応を求められ、その実現を期待されている。それぞれの部門は、その間でそれぞれの部門の立場や思いが強

く、部署ごとの分断も見られることから[5]、相反する要求となることも多くなることがインタビューなどから

も見て取れた。しかし、IT組織では、1990年頃からのダウンサイジング、アウトソースの流れを受け、人材や

スキル不足、組織としての意識統一が難しくなり、最適なアクションを取ることが難しくなっていると考えられ

る。その結果、業務ITシステムへの対応が部分的にとなり、整合性の取れない動きを繰り返すことで、各部門

からの不信感が募り、結果として、業務ITシステム自体の不活用につながっていると考えられる。 

 
図3：システム部門のミッションと業務ITシステム不活性の関連 

（過去の研究成果より著者作成） 



情報社会学会誌 Vol.16 No.1 研究ノート 

 

 
 

55 

４．社会情勢の変化 

 

４－1．新型コロナウイルス感染症におけるテレワークへの移行状況 

これまで、政府主導で推進施策が実施されてきたが、雇用型就業者のうちテレワーク制度等に基づくテレワー

カーの割合は9.8％に留まっていた[6]。しかしながら、2019年末からの新型コロナウイルス感染症の流行は、日

本におけるテレワークを急速に推し進め、多くの企業にてテレワークが導入・実施された。2020年末の調査では、

19.7%と倍増している[7]。 
こういった変化は、組織や業績評価、職業観を、変化させざるを得ない状況を引き起こしつつある。組織は、

業務ITシステム活用を前提とした業務や業績評価を行う必要性が高まり、組織、被所属者の双方が、改めて働

き方を見直す必要性が高まっていると考えられる。特にバックオフィス部門においては、対面での業務が困難と

なり、業務ITシステムの活用を前提とした、テレワークは加速度的に実行された。2020年5月～7月に実施さ

れたテレワークに関するアンケート調査によれば、2020年5月緊急事態宣言が初めて発令された直後において

は、テレワーク環境が整わないことや不慣れな事から、混乱が生じていたが、その後1年以上経過し、テレワー

ク環境の整備は進みつつあるという報告が見られた。また、テレワークを経験した従業員は、約6割がテレワー

ク継続意向を示しており、今後も継続的な環境整備の必要性があるとされている[8]。 

 

４－２．IT組織への期待の変化 

IT組織に関しても、コロナ発生に関する影響は多いにあると考えられている。コロナウイルス感染症流行

前と後において、重視する役割の変化については、以下のように報告されている。 

 

図4：新型コロナ禍前後の重視する IT 組織の機能・役割 [4]P193より引用 

 

 コロナウイルス感染症流行下以前と比較して、大きく重視度が増した機能・役割は、赤枠内、「情報セキュ

リティ対応」、「IT の活用面での外部の企業との連携」、「新技術の探索・評価」となり、テレワークなどにかか
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わるセキュリティ対策や、新技術の探索が重視されていると推察される。また、新型コロナ発生前と今後を比較

すると、大きく重視度が増した機能・役割は、青枠内、「IT を用いたビジネスモデルの企画・推進」、「IT 人材

の採用・育成」となる。また、システム運用管理や IT コスト削減について重視度が低下しているだけでなく、

改善レベルでの IT の活用も重視度が低下している。これは、新型コロナウイルス感染症の終息後、IT を変革

の手段とし、経営への寄与への期待が高いことを示していると考えられる。 

 

４－２．IT組織における社会情勢の影響 

IT 技術の進歩や急速なビジネスモデルの変化、グローバル化や IT 人材の流動性は、近年加速度的に進んでお

り、IT組織への要求事項は変化している。また、東日本大震災などの自然災害への対策、コロナウイルス感染症

拡大に伴う在宅勤務の広がりなどにより、場所や時間を制約事項としない働き方がより一層進んだことで、IT組

織への要求事項は、大きな変化を遂げている。 

そういった多様で短期的な要求事項への対応は、インタビューにも表現された通り、各部門からの要求事項に対

し、細かく対応せざる得ない状況が起こり、結果として組織的な整合を取り、活動を行うことが難しくなってき

ている。その結果、業務ITシステムにおいても、部分最適に陥り、会社全体としての利活用につながらない結果

に至ってきたと考えられる。 

  

 
図5：システム部門における課題及び業務ITシステムの活性化困難性の関連 

（過去の研究成果より著者作成） 

 

５．考察 

 

５－１．IT組織における課題及び、新型コロナウイルス感染症の影響 

日本企業における、業務ITシステムを取り巻く現状の問題点及びIT不活用の関連性は以下のようにまとめら

れる。IT組織は成立当初から、約 10年刻みといった非常に速いスピードで、期待される役割、仕事の内容が変

化してきた。経営層からはそういった変化に対応する期待を寄せてきたが、日本企業における終身雇用、縦割り

組織などの環境は、組織構造的にも対応が難しい状況に陥ったと推測される。加えて、そういった期待に応える

べく、その都度必要とされる人員の投入、配置替え、増減等を繰り返し、結果として体系的なノウハウを残すこ

とが難しくなったり、その都度の対応に終始する状況が繰り返されてきたと考えられる。 

また、期待されること、いわゆる組織のミッションが大きく変わってきているにも関わらず、組織としての一

体感を取りにくい状況に陥ったことで、IT 組織は、ミッションとアクションの整合性が取れた対応が出来ずに、

企業の現場部門と経営層を取り持ち、より良いIT業務システムの導入、運用につながらないという結果をもたら

す事となったと考えられる。 
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図6：日本企業における課題及び業務ITシステムの活性化困難性の関連 

（過去の研究成果より著者作成） 

 

また、新型コロナウイルス感染症流行の影響を受け、バックオフィス業務の多くは、テレワーク環境に移行し、

実施されたことにより、対面での業務であれば、暗黙的に行われてきていた前例踏襲や、暗黙の了解、ルールを

前提とした業務が成り立たなくなり、組織の分断の解消や、ミッションを明確にして業務を推進する必要性が増

した。その結果、仮想的な環境下で業務を行う事が可能なバックオフィスなどを中心としたバーチャル的組織形

態（バーチャルカンパニー）と、物理的に業務をする必要のある、現場を中心とした組織形態（リアルカンパニ

ー）への分化[2][9]は、より一層進んだと考えられる。 

 

５－２．IT組織における、業務ITシステムと今後の展開 

IT組織戦略は、「攻め」「守り」に分類、整理される事が多く[10]、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、

セキュリティ強化など「守り」にあたるインフラ整備などを中心とした、投資促進につながった。しかしながら、

政府からは「攻めのＩＴ活用指針」など、活用推進が進められ[10]、「攻め」の部分も引き続き期待が大きい分野

であり、新型コロナウイルス感染症収束後、期待が高まる分野である。 

加えて、今後は、バーチャルな組織内の再編・ミッションと整合性を取っての実施が重要かつ急務であると考

えられる。IT組織としては、このような変化を受け、専門人材を要望する動きが強いが、これまでの経緯を踏ま

えると、仕事・組織の再定義を前提とし、社内各部門との連携を取り進める事が重要であり、インフラの整備や

人材登用はその実現手段であると推察される。 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受け、企業が2つ組織体に分化し、異なる組織形態が存在する状況

が、加速度的に進んでいる。異なる組織形態であっても、１つの企業として、お互いに協力して業務を行うため

には、業務 IT システムの活用を前提とせざるを得ない[2]。そういった環境を下支えするべく IT 組織の重要性

は高まりを見せている[4]。IT組織は、業務ITシステムを通して、双方に強い影響力を持つことは、必然であり、

IT組織は、企業内に存在する2つの組織形態のHUB的役割を果たすことで、業務IT活性化の実効性は、更に高

まるのではないかと考ええられる。 
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９．結論 

 

IT組織は、現場と経営層の間を取り持ち、業務ITシステムを導入し、効果をあげる役割を期待されている

が、過去からの経緯、IT組織を取り巻く環境変化や組織間の断絶により、十分に機能せず、役割を果たし切れ

ていない状況であった。しかし、コロナウイルス感染症の拡大という、外部環境の強制的な変化により、テレワ

ーク環境による業務の実施が加速度的に増加したことで、業務ITシステム活用の必要性は更に増加し、その活

用は必須となった。その結果、バーチャル空間での業務が“実体験”として、より企業に浸透する事となり、業

務でITシステムを使うのが当たり前の意識形成がされた。加えて、IT組織による支援体制の充実が図られ、業

務ITシステム活用活性化が進み、加速度的な変化が起こりつつあると考えられる。今後は、バーチャル型の組

織への移行が更に進み、IT組織、IT人材をHUBとし、より業務ITシステム活用に向けた実効性が高まっていく

と考えられる。今後、新型コロナウイルス感染症収束後の企業における具体的調査、検証を行い、業務IT活用

の仮説モデルを描き、論証を今後の研究としたい。 
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